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１．はじめに

2011 年東北地方太平洋沖地震では関東地方の埋立て地において，地盤の液状化による噴砂・地盤の変状に

より被害が発生した。この復旧に於いては道路部と宅地を一体化した市街地液状化対策が推進され実施されて

いる 1)。埋立て地での地盤調査では地下水位以深でも P 波速度 Vpが 1,500m/sec を下回る不完全飽和状態を示

す地盤が確認され，地盤の液状化に対する強度（以下“液状化抵抗比(l/2v')”と呼び“R”と記す。）を適切に評価

することが求められている。本報告では Vp と間隙水圧係数 B 値との関係を用いて，室内土質試験での完全飽

和状態に対する不完全飽和状態の液状化強度増加率R を求めた。このR を採用した R の設定法を紹介する。

２．埋立て地盤の P 波速度 Vp

地盤の液状化判定を詳細に評価する場合には，地盤の液状化に

対する強度として R をボーリング調査による乱れの少ない採取試

料を用いた室内土質試験の繰返し非排水三軸試験で求める。また，

地震動の地盤内の増幅特性を把握する目的で PS 検層を実施して

Vp を測定している。Vp は土の飽和度と密接な関係があることが知

られている 2)。しかし，室内土質試験では，表層部の不飽和状態の

砂質土に対しても，二酸化炭素や脱気水を用いて完全飽和状態（間

隙水圧係数 B 値≧0.95）での試験を実施している 3)。

埋立て地盤では、自然水位以深でも Vp≦1,200m/sec を示す場合

が多く，図-1 に代表的な Vp の深度分布例を示す。概ね関東地方の

埋立て地は，地下水位が G.L.-1.0～2.0m 程度にあるものの，Vpの深

度分布図では G.L.-3.0m 程度までは Vp≦300～800m/sec，G.L.-3.0m

～7.0m 程度までは Vp≦800～1,200m/sec を示す場合がある。これら

の Vp≦1,500m/sec を示す範囲を完全に飽和していない不完全飽和

領域と呼ぶ 2)。

３．P 波速度 Vpと間隙水圧係数 B 値

Vp と間隙水圧係数 B 値の関係は多孔質弾性理論を用いて中澤ら
2)によって図-2 の様に B 値と Vp の関係が示されている。Vpの理論

値は飽和度 Sr≦99%でほぼ変化が無く一定値を示すが，Sr≧99%で

Vp が急増する傾向にあり，Vp=800~1,700m/sec で B 値が 0.6~1.0 で

変化する。室内土質試験では，供試体レベルで直接 Vp を計測する

ことは困難であるため， B 値を調整することにより Vpを原位置の

状態を想定する。つまり，原位置での PS 検層から計測される Vp

を室内土質試験で B 値と読みかえて B 値を調整した繰返し非排水

三軸試験の実施により不完全飽和状態の R として算定する。
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図-2 B 値と Vp
2)

図-1 埋立て地盤での Vp計測例
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４．不完全に飽和状態の液状化抵抗比 R

2011 年東北地方太平洋沖地震によって液状化被害の生じた関東地方の埋立て地盤において実施された地盤

調査で得られた基準 3)通りに完全飽和状態（B 値≧0.95）とした繰返し非排水三軸試験結果の繰返し載荷回数

Ncと繰返し応力振幅比d/20’の関係を図-3 に実線で示した。図中には B 値=0.95 以上，0.90，0.80，0.60 と調

整した試験結果も併記し，それぞれの関係を破線・一点破線で示した。乱れの少ない同一試料でも，埋立て地

盤の不均質性から B 値=0.8 と 0.9 の関係は逆転している。しかし，B 値が減少すると R は増加する傾向が認め

られる。R として軸ひずみ両振幅 DA=5%，繰返載荷回数 Nc=20 回として定義した RL20(B 値)は，完全飽和状態と

する B 値≧0.95 に対して B 値の減少と共に RL20(B 値)がどの程度割り増しできるかを B 値と RL20(B 値)/RL20(B 値=1.0)

（以降“液状化強度増加率：R”と呼ぶ。）として求めた図が図-4 である。B 値=0.80（図-2 より Vp≒800m/sec）

でR≒1.35，B 値=0.60（図-2より Vp≒600m/sec）でR≒1.70 であり完全飽和状態で試験した基準 R(laboratory)に

R を乗じて原位置地盤の R(in-situ)が算定できる。

５．おわりに

今回提示した地盤データは一調査地点での数少ない採取試料を用いて実施した試験結果であり，定量的な一

般値として評価するには情報が不足している。しかし，比較的新しい埋立て地地盤においては Vp≦1,500m/sec

と小さく計測される傾向があり，不完全飽和状態となっている地盤が存在し完全飽和状態の R よりも高い強

度を発揮する定性的な傾向が認められた。このことは，これまで実施してきた試験室で完全飽和状態とした繰

返し非排水三軸試験で算出されるR(laboratory)に対してVpによりRを介して原位置での地盤の液状化判定を行う

ことの有効性を示している。

構造物直下の浅部の原位置での地盤の R(in-situ)が大きく影響する小規模建築物等の宅地地盤においては，地盤

の不完全飽和状態の程度に応じて強度増加できるR を適切に算定することが重要となる。今後は原位置での

PS 検層と室内土質試験結果を実施した検証事例を増やし，埋立て地盤における定量的なR の算定手法を確立

していく予定である。
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図-3 繰返し載荷回数と繰返し応力振幅比 図-4 間隙水圧係数 B 値と液状化強度増加率
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